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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　エポキシ樹脂（Ａ）と、イミダゾール化合物（ｂ１）及びカルボン酸無水物（ｂ２）の
塩（Ｂ）と、式（１）で表される化合物（Ｃ）と、光硬化開始剤（Ｄ）とを含有する、樹
脂組成物。
【化１】

（式（１）中、複数のＲ1は、各々独立に水素原子又はメチル基を表し、複数のＲ2は、各
々独立に水素原子又はメチル基を表し、複数のＲ3は、各々独立に式（２）で表される置
換基、式（３）で表される置換基又はヒドロキシ基を表す。）
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【化２】

【化３】

（式（３）中、Ｒ4は水素原子又はメチル基を表す。）。
【請求項２】
　前記塩（Ｂ）の前記樹脂組成物における含有量が、前記樹脂組成物中の樹脂固形分１０
０質量部に対し、０．０１～１０質量部である、請求項１に記載の樹脂組成物。
【請求項３】
　前記塩（Ｂ）を構成する、前記イミダゾール化合物（ｂ１）と前記カルボン酸無水物（
ｂ２）のモル比が、１：０．５～１：２である、請求項１又は２に記載の樹脂組成物。
【請求項４】
　前記カルボン酸無水物（ｂ２）が、無水コハク酸、無水シクロヘキサンカルボン酸、無
水フタル酸、テトラヒドロ無水フタル酸、メチルテトラヒドロ無水フタル酸、ヘキサヒド
ロ無水フタル酸、メチルヘキサヒドロ無水フタル酸、メチル無水ハイミック酸、無水ナジ
ック酸、無水トリメリット酸、トリアルキル系無水フタル酸、無水ドデシルコハク酸、無
水メチルナジック酸、無水マレイン酸、無水ピロメリット酸、及び無水クロレンディック
酸からなる群から選択されるいずれか一種以上である、請求項１～３のいずれか一項に記
載の樹脂組成物。
【請求項５】
　更に、マレイミド化合物（Ｅ）を含有する、請求項１～４のいずれか一項に記載の樹脂
組成物。
【請求項６】
　更に、前記式（１）で表される化合物（Ｃ）以外のエチレン性不飽和基を有する化合物
（Ｆ）を含有する、請求項１～５のいずれか一項に記載の樹脂組成物。
【請求項７】
　更に、充填材（Ｇ）を含有する、請求項１～６のいずれか一項に記載の樹脂組成物。
【請求項８】
　更に、シアン酸エステル化合物（Ｈ）を含有する、請求項１～７のいずれか一項に記載
の樹脂組成物。
【請求項９】
　前記式（１）で表される化合物（Ｃ）の酸価が３０ｍｇＫＯＨ／ｇ以上１２０ｍｇＫＯ
Ｈ／ｇ以下である、請求項１～８のいずれか一項に記載の樹脂組成物。
【請求項１０】
　前記エチレン性不飽和基を有する化合物（Ｆ）が、（メタ）アクリロイル基を有する化
合物及び／又はビニル基を有する化合物を含有する、請求項６に記載の樹脂組成物。
【請求項１１】
　前記充填材（Ｇ）が、シリカ、ベーマイト、硫酸バリウム、シリコーンパウダー、フッ
素樹脂、ウレタン樹脂、アクリル樹脂、ポリエチレン、スチレン・ブタジエンゴム、及び
シリコーンゴムからなる群から選択されるいずれか一種以上である、請求項７に記載の樹
脂組成物。
【請求項１２】
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　支持体と、該支持体の表面に形成された、請求項１～１１のいずれか一項に記載の樹脂
組成物を含む樹脂組成物層とを有する、樹脂シート。
【請求項１３】
　請求項１～１１のいずれか一項に記載の樹脂組成物の硬化物を有する、多層プリント配
線板。
【請求項１４】
　請求項１～１１のいずれか一項に記載の樹脂組成物を有する、半導体装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、樹脂組成物、それを用いた樹脂シート、プリント配線板及び半導体装置に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　多層プリント配線板の小型化、高密度化により、多層プリント配線板に用いられる積層
板を薄型化する検討が盛んに行なわれている。薄型化に伴い、絶縁層についても薄型化が
求められ、ガラスクロスを含まない樹脂シートが求められている。絶縁層の材料となる樹
脂組成物は熱硬化性樹脂が主流であり、絶縁層間で導通を得るための穴あけは一般的にレ
ーザー加工にて行われている。
　一方、レーザー加工による穴あけは、穴数が多い高密度基板になるほど加工時間が長く
なるという問題がある。そのため、近年は光線等により硬化し、現像で溶解する樹脂組成
物を用いることにより、現像工程で一括穴あけ加工することが可能となる樹脂シートが求
められている。
　このような樹脂組成物においては、アルカリ現像タイプが主流であり、現像を可能にす
るために酸無水物基やカルボキシル基含有のアクリレートが使用されている。しかしなが
ら、従来のアクリレートを用いた硬化物では十分な物性が得られず、高い耐熱性を有する
保護膜、及び層間絶縁層の形成には限界があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平１０－３６６４０公報
【特許文献２】特開２０１１－１７４０８２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　例えば、特許文献１では酸ペンダント型ゴム変性エポキシビニルエステル樹脂、希釈材
、光重合開始剤、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂を必須性分とする光硬化性樹脂組
成物が記載されているが、樹脂組成物を構成する成分から、硬化物のガラス転移温度が十
分ではない。
　さらに、特許文献２ではエポキシ樹脂を用いた光硬化性樹脂組成物にイミダゾール化合
物を添加することで硬化物のＴｇを向上させる試みも行われてはいるが、硬化反応前に反
応性の高いイミダゾールとエポキシ樹脂の反応が進行してしまい、硬化前の樹脂組成物を
数日間保存した後の現像性が十分でない。
【０００５】
　したがって、本発明の課題は多層プリント配線板に用いた際に、ガラス転移温度に代表
される耐熱性、硬化前の樹脂組成物の段階で数日間保存しても現像性を優れたものとする
樹脂組成物、樹脂シート、それらを用いたプリント配線板、半導体装置を提供することに
ある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
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　本発明者らは、エポキシ樹脂（Ａ）、イミダゾール化合物（ｂ１）とカルボン酸無水物
（ｂ２）の塩（Ｂ）を含有する樹脂組成物を用いることにより、上記課題を解決できるこ
とを見出し、本発明を完成するに至った。
【０００７】
　すなわち、本発明は以下の内容を含む。
　〔１〕エポキシ樹脂（Ａ）、イミダゾール化合物（ｂ１）とカルボン酸無水物（ｂ２）
の塩（Ｂ）を含有する樹脂組成物。
　〔２〕前記塩（Ｂ）の樹脂組成物における含有量が、樹脂組成物中の樹脂固形分１００
質量部に対し、０．０１～１０質量部である、〔１〕に記載の樹脂組成物。
　〔３〕前記塩（Ｂ）を構成する、イミダゾール化合物（ｂ１）とカルボン酸無水物（ｂ
２）の質量比が、１：０．５～１：２である、〔１〕又は〔２〕に記載の樹脂組成物。
　〔４〕前記カルボン酸無水物（ｂ２）が、無水コハク酸、無水シクロヘキサンカルボン
酸、無水フタル酸、テトラヒドロ無水フタル酸、メチルテトラヒドロ無水フタル酸、ヘキ
サヒドロ無水フタル酸、メチルヘキサヒドロ無水フタル酸、メチル無水ハイミック酸、無
水ナジック酸、無水トリメリット酸、トリアルキル系無水フタル酸、無水ドデシルコハク
酸、無水メチルナジック酸、無水マレイン酸、無水ピロメリット酸、無水クロレンディッ
ク酸から選択される群のうち、いずれか一種以上である、〔１〕～〔３〕のいずれか一項
に記載の樹脂組成物。
　〔５〕更に、式（１）で表される化合物（Ｃ）を含有する、〔１〕～〔４〕のいずれか
一項に記載の樹脂組成物。
　〔６〕更に、光硬化開始剤（Ｄ）を含有する、〔１〕～〔５〕のいずれか一項に記載の
樹脂組成物。
　〔７〕更に、マレイミド化合物（Ｅ）を含有する、〔１〕～〔６〕のいずれか一項に記
載の樹脂組成物。
　〔８〕更に、（Ｃ）成分以外のエチレン性不飽和基を有する化合物（Ｆ）を含む、〔１
〕～〔７〕のいずれか一項に記載の樹脂組成物。
　〔９〕更に、充填材（Ｇ）を含む、〔１〕～〔８〕のいずれか一項に記載の樹脂組成物
。
　〔１０〕更に、シアン酸エステル化合物（Ｈ）を含む、〔１〕～〔９〕のいずれか一項
に記載の樹脂組成物。〔１１〕式（１）で表される化合物（Ｃ）の酸価が３０ｍｇＫＯＨ
／ｇ以上１２０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下である、〔１〕～〔１０〕のいずれか一項に記載の樹
脂組成物。
　〔１２〕前記エチレン性不飽和基を有する化合物（Ｆ）が、（メタ）アクリロイル基を
有する化合物及び／又はビニル基を有する化合物を含有するものである、〔１〕～〔１１
〕のいずれか一項に記載の樹脂組成物。
　〔１３〕前記充填材（Ｇ）が、シリカ、ベーマイト、硫酸バリウム、シリコーンパウダ
ー、フッ素樹脂、ウレタン樹脂、アクリル樹脂、ポリエチレン、スチレン・ブタジエンゴ
ム及びシリコーンゴムからなる群から選択されるいずれか一種類以上である、〔１〕～〔
１２〕のいずれか一項に記載の樹脂組成物。
　〔１４〕支持体及び該支持体の表面に塗布された、〔１〕～〔１３〕のいずれか一項に
記載の樹脂組成物を有する、樹脂シート。
　〔１５〕〔１〕～〔１３〕のいずれか一項に記載の樹脂組成物の硬化物を有する多層プ
リント配線板。
　〔１６〕〔１〕～〔１３〕のいずれか一項に記載の樹脂組成物を有する、半導体装置。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、耐熱性及び現像性に優れ、多層プリント配線板の保護膜、及び層間絶
縁層に好適な物性を有する活性エネルギー線で硬化する樹脂組成物、樹脂シート、それら
を用いたプリント配線板、半導体装置を提供することができる。
【発明を実施するための形態】
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【０００９】
　以下、本発明を実施するための形態（以下、「本実施形態」という。）について詳細に
説明する。以下の本実施形態は、本発明を説明するための例示であり、本発明を以下の内
容に限定する趣旨ではない。本発明はその要旨の範囲内で、適宜に変形して実施できる。
　なお、本明細書における「（メタ）アクリロイル基」とは「アクリロイル基」及びそれ
に対応する「メタクリロイル基」の両方を意味し、「（メタ）アクリレート」とは「アク
リレート」及びそれに対応する「メタクリレート」の両方を意味し、「（メタ）アクリル
酸」とは「アクリル酸」及びそれに対応する「メタクリル酸」の両方を意味する。
【００１０】
　本実施形態の樹脂組成物はエポキシ樹脂（Ａ）、イミダゾール化合物（ｂ１）とカルボ
ン酸無水物（ｂ２）の塩（Ｂ）を含有することを特徴とする。以下、各成分について説明
する。
【００１１】
＜エポキシ樹脂（Ａ）＞
　本実施形態の樹脂組成物に用いられるエポキシ樹脂（Ａ）は、１分子中に２個以上のエ
ポキシ基を有する化合物であれば、特に限定されない。その具体例としては、例えば、ビ
スフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＥ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＦ型
エポキシ樹脂、ビスフェノールＳ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＡノボラック型エポキ
シ樹脂、ビフェニル型エポキシ樹脂、フェノールノボラック型エポキシ樹脂、クレゾール
ノボラック型エポキシ樹脂、キシレンノボラック型エポキシ樹脂、多官能フェノール型エ
ポキシ樹脂、ナフタレン型エポキシ樹脂、ナフタレン骨格変性ノボラック型エポキシ樹脂
、ナフチレンエーテル型エポキシ樹脂、フェノールアラルキル型エポキシ樹脂、アントラ
セン型エポキシ樹脂、３官能フェノール型エポキシ樹脂、４官能フェノール型エポキシ樹
脂、トリグリシジルイソシアヌレート、グリシジルエステル型エポキシ樹脂、脂環式エポ
キシ樹脂、ジシクロペンタジエンノボラック型エポキシ樹脂、ビフェニルノボラック型エ
ポキシ樹脂、フェノールアラルキルノボラック型エポキシ樹脂、ナフトールアラルキルノ
ボラック型エポキシ樹脂、アラルキルノボラック型エポキシ樹脂、ビフェニルアラルキル
型エポキシ樹脂、ナフトールアラルキル型エポキシ樹脂、ジシクロペンタジエン型エポキ
シ樹脂、ポリオール型エポキシ樹脂、リン含有エポキシ樹脂、グリシジルアミン、ブタジ
エンなどの二重結合をエポキシ化した化合物、水酸基含有シリコーン樹脂類とエピクロル
ヒドリンとの反応により得られる化合物、及びこれらのハロゲン化物が挙げられる。その
中でも、ビフェニルアラルキル型エポキシ樹脂、ナフチレンエーテル型エポキシ樹脂、多
官能フェノール型エポキシ樹脂、ナフタレン型エポキシ樹脂からなる群より選択される一
種又は２種以上を適宜混合して使用することが好ましい。このような種類のエポキシ樹脂
を含むことにより、得られる硬化物の耐熱性がより向上する傾向にある。
【００１２】
　本実施形態の樹脂組成物において、エポキシ樹脂（Ａ）の含有量は、特に限定されない
が、硬化物の耐熱性を向上させるという観点から、樹脂組成物中の樹脂固形分１００質量
部に対し、１．０質量部以上とすることが好ましく、１．５質量部以上とすることがより
好ましく、２．０質量部以上とすることが更に好ましい。また、樹脂組成物の現像性を良
好にするという観点から、樹脂組成物中の樹脂固形分１００質量部に対し、９０質量部以
下とすることが好ましく、７０質量部以下とすることがより好ましく、５０質量部以下と
することが更に好ましい。
　ここで、「樹脂組成物中の樹脂固形分」とは、特に断りのない限り、樹脂組成物におけ
る、溶剤及び充填材（Ｇ）を除いた成分をいい、樹脂固形分１００質量部とは、樹脂組成
物における溶剤及び充填材（Ｇ）を除いた成分の合計が１００質量部であることをいうも
のとする。
【００１３】
＜イミダゾール化合物（ｂ１）及びカルボン酸無水物（ｂ２）の塩（Ｂ）＞
　本実施形態の樹脂組成物には、熱硬化成分の反応を促進し、硬化物の耐熱性を向上させ
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る。
　イミダゾール化合物（ｂ１）は熱硬化促進剤であり、カルボン酸無水物（ｂ２）はイミ
ダゾール化合物とのイオン結合により塩を形成し、イミダゾール化合物の潜在化を可能に
する。
　イミダゾール化合物（ｂ１）とカルボン酸無水物（ｂ２）を混合するだけでも本実施形
態の塩（Ｂ）を形成させることも可能だが、予め両成分を混合し、５０℃以上で１～１２
０分間加熱してプレ反応をすることが望ましく、その反応温度としては８０℃以上で５～
６０分間加熱することが好ましい。
【００１４】
　本実施形態の樹脂組成物に用いるイミダゾール化合物（ｂ１）は、イミダゾール骨格を
有し、加熱によりエポキシ樹脂（Ａ）の重合反応を促進するものであれば特に限定されな
い。
　イミダゾール化合物（ｂ１）として例えば、２－エチル－４－メチルイミダゾール（２
Ｅ４ＭＺ）、１－ベンジル－２－メチルイミダゾール（１Ｂ２ＭＺ）、１－シアノエチル
－２－エチル－４－メチルイミダゾール（２Ｅ４ＭＺ－ＣＮ）、１－シアノエチル－２－
フェニル－４，５－ジ（シアノエトキシメチル）イミダゾール（２ＰＨＺ－ＣＮ）、１－
シアノエチル－２－メチルイミダゾール（２ＭＺ－ＣＮ）、１－メチル－２－エチルイミ
ダゾール（１Ｍ２ＥＺ）、１－ベンジル－２－エチルイミダゾール（１Ｂ２ＥＺ）、１－
ベンジル－２－フェニルイミダゾール（１Ｂ２ＰＺ）、又は１－シアノエチル－２－ウン
デシルイミダゾール（Ｃ１１ＺＣＮ）等が挙げられ、その中でも２Ｅ４ＭＺが好ましい。
　また、イミダゾール化合物（ｂ１）は市販品を使用することもでき、２－エチル－４－
メチルイミダゾール（四国化成工業（株）製）が好適に使用される。
【００１５】
　塩（Ｂ）を形成する際に使用されるイミダゾール化合物（ｂ１）の含有量は、特に限定
されないが、樹脂組成物を十分に硬化させ、耐熱性を向上させるという観点から、樹脂組
成物中の樹脂固形分１００質量部に対し、０．０１質量部以上とすることが好ましく、０
．１質量部以上とすることが更に好ましい。また、硬化物の分子量を向上させるという観
点から、樹脂組成物中の樹脂固形分１００質量部に対し、５．０質量部未満とすることが
好ましく、４．０質量部未満とすることがより好ましく、３．０質量部未満とすることが
更に好ましい。
【００１６】
　本実施形態の樹脂組成物に用いるカルボン酸無水物（ｂ２）は、特に限定されないが、
無水フタル酸、テトラヒドロ無水フタル酸、メチルテトラヒドロ無水フタル酸、ヘキサヒ
ドロ無水フタル酸、メチルヘキサヒドロ無水フタル酸、メチル無水ハイミック酸、無水ナ
ジック酸、無水トリメリット酸、トリアルキル系無水フタル酸、無水ドデシルコハク酸、
無水メチルナジック酸、無水マレイン酸、無水ピロメリット酸、無水クロレンディック酸
等の酸無水物等が挙げられる。その中でも、無水コハク酸が好ましい。
【００１７】
　本実施形態の樹脂組成物で用いる塩（Ｂ）において、イミダゾール化合物（ｂ１）とカ
ルボン酸無水物（ｂ２）のモル比（イミダゾール化合物（ｂ１）：カルボン酸無水物（ｂ
２））は特に限定されないが、１：０．５～１：２の範囲が好ましく、１：１が特に好ま
しい。イミダゾール化合物（ｂ１）とカルボン酸無水物（ｂ２）のモル比をかかる範囲に
することにより、得られる樹脂組成物の保存安定が向上し、樹脂組成物の熱硬化反応時に
おいて加熱によりイミダゾール化合物が放出し、熱硬化を促進する等の効果が得られるか
らである。
【００１８】
＜式（１）で表される化合物（Ｃ）＞
　本実施形態では式（１）で表される化合物（Ｃ）を併用することも可能である。
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【化１】

（式（１）中、複数のＲ１は、各々独立に水素原子又はメチル基を表し、複数のＲ２は、
各々独立に水素原子又は置換基を有してもよい炭素数１～２２の炭化水素基を表し、複数
のＲ３は、各々独立に式（２）で表される置換基、式（３）で表される置換基又はヒドロ
キシ基を表す。）
【化２】

【化３】

（式（３）中、Ｒ４は水素原子又はメチル基を表す。）
　式（１）中、複数のＲ１は、各々独立に水素原子又はメチル基を表す。その中でも、光
硬化反応の反応性を向上させる観点から水素原子が好ましい。
　複数のＲ２は、各々独立に水素原子又は置換基を有してもよい炭素数１～２２の炭化水
素基を表す。その中でも、硬化物の耐熱性を向上させる観点からメチル基が好ましい。
　複数のＲ３は、各々独立に式（２）で表される化合物、式（３）で表される化合物又は
ヒドロキシ基を表す。その中でも、現像性を向上させる観点から、式（２）で表される置
換基の比率が２０％以上９８％以下の範囲、、式（３）で表される置換基の比率が５％以
上９８％以下の範囲、ヒドロキシ基の比率が１０％以上９８％以下の範囲であって、それ
ぞれの和が１００％となることが好ましい。
　このような化合物は市販品を利用することもでき、例えば、ＺＣＲ－６００１Ｈ、ＺＣ
Ｒ－６００２Ｈ、ＺＣＲ－６００６Ｈ（以上、日本化薬（株）製）などが挙げられる。化
合物（Ｃ）として、式（１）で表されるが、互いに構造が異なる化合物を二種以上適宜混
合して使用することも可能である。
【００１９】
　本実施形態の樹脂組成物において、式（１）で表される化合物（Ｃ）の酸価は、現像性
を向上させる観点から３０ｍｇＫＯＨ／ｇ以上とすることが好ましく、活性エネルギー線
で硬化させた後に現像液による溶解を防止する観点から、１２０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下とす
ることが好ましい。
【００２０】
　本実施形態の樹脂組成物において、式（１）で表される化合物（Ｃ）の含有量は特に限
定されないが、樹脂組成物を活性エネルギー線で硬化させるという観点から、樹脂組成物
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中の樹脂固形分１００質量部に対し、１質量部以上とすることが好ましく、２質量部以上
とすることがより好ましく、３質量部以上とすることが更に好ましい。また、活性エネル
ギー線で十分に硬化させ、耐熱性を向上させるという観点から樹脂組成物中の樹脂固形分
１００質量部に対し、９９質量部以下とすることが好ましく、９８質量部以下とすること
がより好ましく、９７質量部以下とすることが更に好ましい。
【００２１】
＜光硬化開始剤（Ｄ）＞
　本実施形態に用いる光硬化開始剤（Ｄ）は、特に限定されないが、一般に光硬化性樹脂
組成物に用いられる分野で公知のものを使用することができる。
　例えば、ベンゾイン、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインエチルエーテル、ベンゾ
インプロピルエーテル、ベンゾインイソブチルエーテル等のベンゾイン類、アセトフェノ
ン、２，２－ジエトキシ－２－フェニルアセトフェノン、２，２－ジエトキシ－２－フェ
ニルアセトフェノン、１，１－ジクロロアセトフェノン、２－ヒドロキシ－２－メチル－
フェニルプロパン－１－オン、ジエトキシアセトフェノン、１－ヒドロキシンクロヘキシ
ルフェニルケトン、２－メチル－１－［４－（メチルチオ）フェニル］－２－モルフォリ
ノ－プロパン－１－オン等のアセトフェノン類、２－エチルアントラキノン、２－ｔ－ブ
チルアントラキノン、２－クロロアントラキノン、２－アミルアントラキノン等のアント
ラキノン類、２，４－ジエチルチオキサントン、２－イソプロピルチオキサントン、２－
クロロチオキサントン等のチオキサントン類、アセトフェノンジメチルケタール、ベンジ
ルジメチルケタール等のケタール類、ベンゾフェノン、４－ベンゾイル－４’－メチルジ
フェニルサルファイド、４，４’－ビスメチルアミノベンゾフェノン等のベンゾフェノン
類、２，４，６－トリメチルベンゾイルジフェニルホスフィンオキサイド、ビス（２，４
，６－トリメチルベンゾイル）－フェニルホスフィンオキサイド等のホスフィンオキサイ
ド類、１，２－オクタンジオン，１－［４－（フェニルチオ）－，２－（Ｏ－ベンゾイル
オキシム）］等のオキシムエステル類等のラジカル型光硬化開始剤や、ｐ－メトキシフェ
ニルジアゾニウムフロロホスホネート、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノフェニルジアゾニウムヘ
キサフロロホスホネート等のルイス酸のジアゾニウム塩、ジフェニルヨードニウムヘキサ
フロロホスホネート、ジフェニルヨードニウムヘキサフロロアンチモネート等のルイス酸
のヨードニウム塩、トリフェニルスルホニウムヘキサフロロホスホネート、トリフェニル
スルホニウムヘキサフロロアンチモネート等のルイス酸のスルホニウム塩、トリフェニル
ホスホニウムヘキサフロロアンチモネート等のルイス酸のホスホニウム塩、その他のハロ
ゲン化物、トリアジン系開始剤、ボーレート系開始剤、及びその他の光酸発生剤等のカチ
オン系光重合開始剤が挙げられる。
　その中でも、多層プリント配線板用途に適した反応性があり、金属導体に対する信頼性
が高いという観点から、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフ
ェニル）－ブタノン－１及びビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－フェニルホス
フィンオキサイド）等のラジカル型光硬化開始剤が好ましい。これらは一種又は二種以上
を適宜混合して使用することも可能であり、ラジカル系とカチオン系の双方の開始剤を併
せて用いても良い。
　また、２－ベンジル－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）－ブタノン
－１及びビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－フェニルホスフィンオキサイドは
市販品を使用することもでき、それぞれＩｒｇａｃｕｒｅ３６９（ＢＡＳＦジャパン(株)
製）、Ｉｒｇａｃｕｒｅ８１９（ＢＡＳＦジャパン(株)製）が好適に使用される。
【００２２】
　本実施形態の樹脂組成物における光硬化開始剤（Ｄ）の含有量は特に限定されないが、
樹脂組成物を活性エネルギー線で十分に硬化させ、耐熱性を向上させるという観点から、
樹脂組成物中の樹脂固形分１００質量部に対し、０．１質量部以上とすることが好ましく
、０．２質量部以上とすることがより好ましく、０．３質量部以上とすることが更に好ま
しい。また、光硬化後の熱硬化を阻害し耐熱性を低下させるという観点から、樹脂組成物
中の樹脂固形分１００質量部に対し、３０質量部以下とすることが好ましく、２５質量部
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以下とすることがより好ましく、２０質量部以下とすることが更に好ましい。
【００２３】
＜マレイミド化合物（Ｅ）＞
　本実施形態の樹脂組成物に用いるマレイミド化合物（Ｅ）は、分子中に一個以上のマレ
イミド基を有する化合物であれば、特に限定されるものではない。その具体例としては、
例えば、４，４－ジフェニルメタンビスマレイミド、ビス（３，５－ジメチル－４－マレ
イミドフェニル）メタン、ビス（３－エチル－５－メチル－４－マレイミドフェニル）メ
タン、ビス（３，５－ジエチル－４－マレイミドフェニル）メタン、フェニルメタンマレ
イミド、ｏ－フェニレンビスマレイミド、ｍ－フェニレンビスマレイミド、ｐ－フェニレ
ンビスマレイミド、ｏ－フェニレンビスシトラコンイミド、ｍ－フェニレンビスシトラコ
ンイミド、ｐ－フェニレンビスシトラコンイミド、２，２－ビス（４－（４－マレイミド
フェノキシ）－フェニル）プロパン、３，３－ジメチル－５，５－ジエチル－４，４－ジ
フェニルメタンビスマレイミド、４－メチル－１，３－フェニレンビスマレイミド、１，
６－ビスマレイミド－（２，２，４－トリメチル）ヘキサン、４，４－ジフェニルエーテ
ルビスマレイミド、４，４－ジフェニルスルフォンビスマレイミド、１，３－ビス（３－
マレイミドフェノキシ）ベンゼン、１，３－ビス（４－マレイミドフェノキシ）ベンゼン
、４，４－ジフェニルメタンビスシトラコンイミド、２，２－ビス［４－（４－シトラコ
ンイミドフェノキシ）フェニル］プロパン、ビス（３，５－ジメチル－４－シトラコンイ
ミドフェニル）メタン、ビス（３－エチル－５－メチル－４－シトラコンイミドフェニル
）メタン、ビス（３，５－ジエチル－４－シトラコンイミドフェニル）メタン、ポリフェ
ニルメタンマレイミド、式（５）で表されるマレイミド化合物、式（６）で表されるビフ
ェニルアラルキル型マレイミド及びこれらマレイミド化合物のプレポリマー、若しくはマ
レイミド化合物とアミン化合物のプレポリマー等が挙げられる。これらは一種又は２種以
上を適宜混合して使用することも可能である。この中でも、式（５）で表されるマレイミ
ド化合物、ビフェニルアラルキル型マレイミド化合物（６）が好ましい。
【化４】

（式（５）中、複数のＲ５は、各々独立に水素原子又はメチル基を表し、ｎ１は、１以上
の整数を表す。）

【化５】

（式（６）中、複数のＲ６は、各々独立に水素原子又はメチル基を表し、ｎ２は、１以上
の整数を表す。）
【００２４】
　本実施形態の樹脂組成物におけるマレイミド化合物（Ｅ）の含有量は、特に限定されな
いが、樹脂組成物を十分に硬化させ、耐熱性を向上させるという観点から、樹脂組成物中
の樹脂固形分１００質量部に対し、０．０１質量部以上とすることが好ましく、０．０２
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質量部以上とすることがより好ましく、０．０３質量部以上とすることが更に好ましい。
また、現像性を良好にするという観点から、樹脂組成物中の樹脂固形分１００質量部に対
し、５０質量部以下とすることが好ましく、４５質量部以下とすることがより好ましく、
４０質量部以下とすることが更に好ましい。
【００２５】
＜（Ｃ）成分以外のエチレン性不飽和基を有する化合物（Ｆ）＞
　本実施形態の樹脂組成物には、活性エネルギー線に対する反応性を高め、耐熱性を向上
させるために、エチレン性不飽和基を有する化合物（Ｆ）を併用することも可能である。
本実施形態に用いるエチレン性不飽和基を有する化合物（Ｆ）は、式（１）で表される化
合物（Ｃ）以外であり、１分子中に１個以上のエチレン性不飽和基を有する化合物であれ
ば特に限定されないが、例えば（メタ）アクリロイル基、ビニル基等を有する化合物が挙
げられる。これらは一種又は２種以上を適宜混合して使用することも可能である。
【００２６】
　（メタ）アクリロイル基を有する化合物としては、メチル（メタ）アクリレート、エチ
ル（メタ）アクリレート、ブチル（メタ）アクリレート、ラウリル（メタ）アクリレート
、ポリエチレングリコール（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコール（メタ）アク
リレートモノメチルエーテル、フェニルエチル（メタ）アクリレート、イソボルニル（メ
タ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、ベンジル（メタ）アクリレー
ト、テトラヒドロフルフリル（メタ）アクリレート、ブタンジオールジ（メタ）アクリレ
ート、ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）ア
クリレート、ノナンジオールジ（メタ）アクリレート、グリコールジ（メタ）アクリレー
ト、ジエチレンジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールジ（メタ）　アクリレ
ート、トリス（メタ）アクリロイルオキシエチルイソシアヌレート、ポリプロピレングリ
コールジ（メタ）アクリレート、アジピン酸エポキシジ（メタ）アクリレート、ビスフェ
ノールエチレンオキサイドジ（メタ）アクリレート、水素化ビスフェノールエチレンオキ
サイド（メタ）アクリレート、ビスフェノールジ（メタ）アクリレート、ε－カプロラク
トン変性ヒドロキシピバリン酸ネオペングリコールジ（メタ）アクリレート、ε－カプロ
ラクトン変性ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、ε－カプロラクトン
変性ジペンタエリスリトールポリ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールポリ（
メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、トリエチロー
ルプロパントリ（メタ）アクリレート、及びそのエチレンオキサイド付加物、ペンタエリ
スリトールトリ（メタ）アクリレート、及びそのエチレンオキサイド付加物、ペンタエリ
スリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリ
レート、及びそのエチレンオキサイド付加物等が挙げられる。
【００２７】
　この他にも、（メタ）アクリロイル基とウレタン結合を同一分子内に併せ持つウレタン
（メタ）アクリレート類、同様に（メタ）アクリロイル基とエステル結合を同一分子内に
併せ持つ（ポリ）エステル（メタ）アクリレート、エポキシ樹脂から誘導され、（メタ）
アクリロイル基を併せ持つエポキシ（メタ）アクリレート類、これらの結合が複合的に用
いられている反応性オリゴマー等も挙げられる。
【００２８】
　上記ウレタン（メタ）アクリレート類とは、水酸基含有（メタ）アクリレートとポリイ
ソシアネート、必要に応じて用いられるその他アルコール類との反応物である。例えば、
ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、ヒ
ドロキシブチル（メタ）アクリレート等のヒドロキシアルキル（メタ）アクリレート類、
グリセリンモノ（メタ）アクリレート、グリセリンジ（メタ）アクリレート等のグリセリ
ン（メタ）アクリレート類、ペンタエリスリトールジ（メタ）アクリレート、ペンタエリ
スリトールトリ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレ
ート等の糖アルコール（メタ）アクリレート類と、トルエンジイソシアネート、ヘキサメ
チレンジイソシアネート、トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート、イソホロンジイ
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ソシアネート、ノルボルネンジイソシアネート、キシレンジイソシアネート、水添キシレ
ンジイソシアネート、ジシクロヘキサンメチレンジイソシアネート、及びそれらのイソシ
アヌレート、ビュレット反応物等のポリイソシアネート等を反応させ、ウレタン（メタ）
アクリレート類となる。
【００２９】
　上記（ポリ）エステル（メタ）アクリレート類とは、（メタ）アクリロイル基とエステ
ル結合を同一分子内に併せ持つ化合物である。例えば、カプロラクトン変性２－ヒドロキ
シエチル（メタ） アクリレート、エチレンオキサイド及び／又はプロピレンオキサイド
変性フタル酸（メタ）アクリレート、エチレンオキサイド変性コハク酸（メタ）アクリレ
ート、カプロラクトン変性テトラヒドロフルフリル（メタ）アクリレート等の単官能（ポ
リ）エステル（メタ）アクリレート類；ヒドロキシピバリン酸エステルネオペンチルグリ
コールジ（メタ）アクリレート、カプロラクトン変性ヒドロキシピバリン酸エステルネオ
ペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、エピクロルヒドリン変性フタル酸ジ（メタ
）アクリレート等のジ（ポリ）エステル（メタ）アクリレート類；トリメチロールプロパ
ン又はグリセリン１モルに１モル以上のε－カプロラクトン、γ－ブチロラクトン、δ－
バレロラクトン等の環状ラクトン化合物を付加して得たトリオールのモノ、ジ又はトリ（
メタ） アクリレートが挙げられる。
【００３０】
　更には、ペンタエリスリトール又はジトリメチロールプロパン１モルに１モル以上のε
－カプロラクトン、γ－ブチロラクトン、δ－バレロラクトン等の環状ラクトン化合物を
付加して得たトリオールのモノ、ジ、トリ又はテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエ
リスリトール１モルに１モル以上のε－カプロラクトン、γ－ブチロラクトン、δ－バレ
ロラクトン等の環状ラクトン化合物を付加して得たトリオールのモノ、又はポリ（メタ）
アクリレートのトリオール、テトラオール、ペンタオール又はヘキサオール等の多価アル
コールのモノ（メタ）アクリレート又はポリ（メタ）アクリレートが挙げられる。
【００３１】
　そしてまた更には、（ポリ）エチレングリコール、（ポリ）プロピレングリコール、（
ポリ）テトラメチレングリコール、（ポリ）ブチレングリコール、３－メチル－１，５－
ペンタンジオール、ヘキサンジオール等のジオール成分とマレイン酸、フマル酸、コハク
酸、アジピン酸、フタル酸、イソフタル酸、ヘキサヒドロフタル酸、テトラヒドロフタル
酸、ダイマー酸、セバチン酸、アゼライン酸、５－ナトリウムスルホイソフタル酸等の多
塩基酸、及びこれらの無水物との反応物であるポリエステルポリオールの（メタ）アクリ
レート；前記ジオール成分と多塩基酸及びこれらの無水物とε－カプロラクトン、γ－ブ
チロラクトン、δ－バレロラクトン等からなる環状ラクトン変性ポリエステルジオールの
（メタ）アクリレート等の多官能（ポリ）エステル（メタ）アクリレート類等を挙げるこ
とができるが、これらに限定されるものではない。
【００３２】
　上記エポキシ（メタ）アクリレート類とは、エポキシ基を有する化合物と（メタ）アク
リル酸とのカルボキシレート化合物である。例えば、フェノールノボラック型エポキシ（
メタ）アクリレート、クレゾールノボラック型エポキシ（メタ）アクリレート、トリスヒ
ドロキシフェニルメタン型エポキシ（メタ）アクリレート、ジシクロペンタジエンフェノ
ール型エポキシ（メタ）アクリレート、ビスフェノールＡ型エポキシ（メタ）アクリレー
ト、ビスフェノールＦ型エポキシ（メタ）アクリレート、ビフェノール型エポキシ（メタ
）アクリレート、ビスフェノールＡノボラック型エポキシ（メタ）アクリレート、ナフタ
レン骨格含有エポキシ（メタ）アクリレート、グリオキサール型エポキシ（メタ）アクリ
レート、複素環式エポキシ（メタ）アクリレート等、及びこれらの酸無水物変性エポキシ
アクリレート等が挙げられる。
【００３３】
　ビニル基を有する化合物としては、エチルビニルエーテル、プロピルビニルエーテル、
ヒドロキシエチルビニルエーテル、エチレングリコールジビニルエーテル等のビニルエー
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テル類が挙げられる。スチレン類としては、スチレン、メチルスチレン、エチルスチレン
、ジビニルベンゼン等が挙げられる。その他ビニル化合物としてはトリアリルイソシアヌ
レート、トリメタアリルイソシアヌレート、ビスアリルナジイミド等が挙げられる。
【００３４】
　これらの中でも、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリス
リトールヘキサ（メタ）アクリレート、クレゾールノボラック型エポキシ（メタ）アクリ
レート、ビスフェノールＡ型エポキシ（メタ）アクリレート、ナフタレン骨格含有エポキ
シ（メタ）アクリレート、ビスアリルナジイミドからなる群より選択される一種以上であ
ることが好ましい。このような種類のエチレン性不飽和基を有する化合物を含むことによ
り、得られる硬化物の耐熱性がより向上する傾向にある。
　これらは一種又は２種以上を適宜混合して使用することも可能である。
【００３５】
　本実施形態の樹脂組成物において、エチレン性不飽和基を有する化合物（Ｆ）の含有量
は、特に限定されないが、現像性を良好にするという観点から、樹脂組成物中の樹脂固形
分１００質量部に対し、０．５質量部以上とすることが好ましく、１．０質量部以上とす
ることがより好ましく、１．５質量部以上とすることが更に好ましい。また、硬化物の耐
熱性を良好にするという観点から、樹脂組成物中の侍史固形分１００質量部に対し、９０
質量部以下とすることが好ましく、７０質量部以下とすることがより好ましく、５０質量
部以下にすることが更に好ましい。
【００３６】
＜充填材（Ｇ）＞
　本実実施形態の樹脂組成物には、塗膜性や耐熱性等の諸特性を向上させるために、充填
材（Ｇ）を併用することも可能である。本実施形態に用いる充填材（Ｇ）は、絶縁性を有
するものであれば特に限定されないが、例えば、シリカ（例えば天然シリカ、溶融シリカ
、アモルファスシリカ、中空シリカ等）、アルミニウム化合物（例えばベーマイト、水酸
化アルミニウム、アルミナ等）、マグネシウム化合物（例えば酸化マグネシウム、水酸化
マグネシウム等）、カルシウム化合物（例えば炭酸カルシウム等）、モリブデン化合物（
例えば酸化モリブデン、モリブデン酸亜鉛等）、バリウム化合物（例えば硫酸バリウム、
ケイ酸バリウム等）、タルク（例えば天然タルク、焼成タルク等）、マイカ（雲母）、ガ
ラス（例えば短繊維状ガラス、球状ガラス、微粉末ガラス（例えばＥガラス、Ｔガラス、
Ｄガラス等）等）などが挙げられる。その中でも、シリカ、水酸化アルミニウム、ベーマ
イト、酸化マグネシウム、水酸化マグネシウム、及び硫酸バリウムからなる群から選択さ
れる一種以上であることが好ましい。これらは一種又は２種以上を適宜混合して使用する
ことも可能である。
【００３７】
　その中でも特に、硬化物の耐熱性を向上させるという観点から、シリカが好ましく、溶
融シリカがとりわけ好ましい。シリカの具体例としては、デンカ（株）製のＳＦＰ－１３
０ＭＣ等、（株）アドマテックス製のＳＣ２０５０―ＭＢ、ＳＣ１０５０－ＭＬＥ、ＹＡ
０１０Ｃ－ＭＦＮ、ＹＡ０５０Ｃ－ＭＪＡ等が挙げられる。
【００３８】
　本実施形態の樹脂組成物において、充填材（Ｇ）の含有量は、特に限定されないが、硬
化物の耐熱性を向上させるという観点から、樹脂組成物中の樹脂固形分１００質量部に対
し、５質量部以上とすることが好ましく、１０質量部以上とすることがより好ましく、２
０質量部以上とすることが更に好ましい。また、樹脂組成物の現像性を良好にするという
観点から、樹脂組成物中の樹脂固形分１００質量部に対し、４００質量部以下とすること
が好ましく、３５０質量部以下とすることがより好ましく、３００質量部以下とすること
が更に好ましい。
【００３９】
＜シアン酸エステル化合物（Ｈ）＞
　本実施形態の樹脂組成物には、シアン酸エステル化合物（Ｈ）を併用することも可能で
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ある。シアン酸エステル化合物（Ｈ）としては、シアナト基（シアン酸エステル基）が少
なくとも１個置換された芳香族部分を分子内に有する樹脂であれば特に限定されるもので
はない。
【００４０】
　シアン酸エステル化合物（Ｈ）としては、例えば一般式（７）で表されるものが挙げら
れる。
【化６】

     　式（７）中、Ａｒ１は、ベンゼン環、ナフタレン環又は２つのベンゼン環が単結
合したものを表す。複数ある場合は互いに同一であっても異なっていても良い。Ｒａは各
々独立に水素原子、炭素数１～６のアルキル基、炭素数６～１２のアリール基、炭素数１
～４のアルコキシル基、炭素数１～６のアルキル基と炭素数６～１２のアリール基とが結
合された基を示す。Ｒａにおける芳香環は置換基を有していてもよく、Ａｒ１及びＲａに
おける置換基は任意の位置を選択できる。ｐはＡｒ１に結合するシアナト基の数を示し、
各々独立に１～３の整数である。ｑはＡｒ１に結合するＲａの数を示し、Ａｒ１がベンゼ
ン環の時は４－ｐ、ナフタレン環の時は６－ｐ、２つのベンゼン環が単結合したものの時
は８－ｐである。ｔは平均繰り返し数を示し、０～５０の整数であり、他のシアン酸エス
テル化合物は、ｔが異なる化合物の混合物であってもよい。Ｘは、複数ある場合は各々独
立に、単結合、炭素数１～５０の２価の有機基（水素原子がヘテロ原子に置換されていて
もよい。）、窒素数１～１０の２価の有機基（例えば－Ｎ－Ｒ－Ｎ－（ここでＲは有機基
を示す。））、カルボニル基（－ＣＯ－）、カルボキシ基（－Ｃ（＝Ｏ）Ｏ－）、カルボ
ニルジオキサイド基（－ＯＣ（＝Ｏ）Ｏ－）、スルホニル基（－ＳＯ２－）、２価の硫黄
原子又は２価の酸素原子のいずれかを示す。
【００４１】
　一般式（７）のＲａにおけるアルキル基は、直鎖もしくは分枝の鎖状構造、及び、環状
構造（例えばシクロアルキル基等）いずれを有していてもよい。
　また、一般式（７）におけるアルキル基及びＲａにおけるアリール基中の水素原子は、
フッ素原子、塩素原子等のハロゲン原子、メトキシ基、フェノキシ基等のアルコキシル基
、又はシアノ基等で置換されていてもよい。
　アルキル基の具体例としては、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ｎ
－ブチル基、イソブチル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、ｎ－ペンチル基、１－エチルプロピル
基、２，２－ジメチルプロピル基、シクロペンチル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、
及びトリフルオロメチル基が挙げられる。
　アリール基の具体例としては、フェニル基、キシリル基、メシチル基、ナフチル基、フ
ェノキシフェニル基、エチルフェニル基、ｏ－，ｍ－又はｐ－フルオロフェニル基、ジク
ロロフェニル基、ジシアノフェニル基、トリフルオロフェニル基、メトキシフェニル基、
及びｏ－，ｍ－又はｐ－トリル基等が挙げられる。更にアルコキシル基としては、例えば
、メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基、イソプロポキシ基、ｎ－ブトキシ基、イソブ
トキシ基、及びｔｅｒｔ－ブトキシ基が挙げられる。
　一般式（７）のＸにおける炭素数１～５０の２価の有機基の具体例としては、メチレン
基、エチレン基、トリメチレン基、シクロペンチレン基、シクロヘキシレン基、トリメチ
ルシクロヘキシレン基、ビフェニルイルメチレン基、ジメチルメチレン－フェニレン－ジ
メチルメチレン基、フルオレンジイル基、及びフタリドジイル基等が挙げられる。該２価
の有機基中の水素原子は、フッ素原子、塩素原子等のハロゲン原子、メトキシ基、フェノ
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キシ基等のアルコキシル基、シアノ基等で置換されていてもよい。
　一般式（７）のＸにおける窒素数１～１０の２価の有機基としては、イミノ基、ポリイ
ミド基等が挙げられる。
【００４２】
　また、一般式（７）中のＸの有機基として、例えば、下記一般式（８）又は下記一般式
（９）で表される構造であるものが挙げられる。
【化７】

　式（８）中、Ａｒ２はベンゼンテトライル基、ナフタレンテトライル基又はビフェニル
テトライル基を示し、ｕが２以上の場合、互いに同一であっても異なっていてもよい。Ｒ
ｂ、Ｒｃ、Ｒｆ、及びＲｇは各々独立に、水素原子、炭素数１～６のアルキル基、炭素数
６～１２のアリール基、トリフルオロメチル基、又はフェノール性ヒドロキシ基を少なく
とも１個有するアリール基を示す。Ｒｄ及び、Ｒｅは各々独立に、水素原子、炭素数１～
６のアルキル基、炭素数６～１２のアリール基、炭素数１～４のアルコキシル基、又はヒ
ドロキシ基のいずれか一種から選択される。ｕは０～５の整数を示す。
【化８】

　式（９）中、Ａｒ３はベンゼンテトライル基、ナフタレンテトライル基又はビフェニル
テトライル基を示し、ｖが２以上の場合、互いに同一であっても異なっていてもよい。Ｒ
ｉ、及びＲｊは各々独立に、水素原子、炭素数１～６のアルキル基、炭素数６～１２のア
リール基、ベンジル基、炭素数１～４のアルコキシル基、ヒドロキシ基、トリフルオロメ
チル基、又はシアナト基が少なくとも１個置換されたアリール基を示す。ｖは０～５の整
数を示すが、ｖが異なる化合物の混合物であってもよい。
【００４３】
　さらに、一般式（７）中のＸとしては、下記式で表される２価の基が挙げられる。
【化９】

　ここで式中、ｚは４～７の整数を示す。Ｒｋは各々独立に、水素原子又は炭素数１～６
のアルキル基を示す。
　一般式（８）のＡｒ２及び一般式（９）のＡｒ３の具体例としては、一般式（８）に示
す２個の炭素原子、又は一般式（９）に示す２個の酸素原子が、１，４位又は１，３位に
結合するベンゼンテトライル基、上記２個の炭素原子又は２個の酸素原子が４，４’位、
２，４’位、２，２’位、２，３’位、３，３’位、又は３，４’位に結合するビフェニ
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ルテトライル基、及び、上記２個の炭素原子又は２個の酸素原子が、２，６位、１，５位
、１，６位、１，８位、１，３位、１，４位、又は２，７位に結合するナフタレンテトラ
イル基が挙げられる。
　一般式（８）のＲｂ、Ｒｃ、Ｒｄ、Ｒｅ、Ｒｆ及びＲｇ、並びに一般式（９）のＲｉ、
Ｒｊにおけるアルキル基及びアリール基は、上記一般式（７）におけるものと同義である
。
【００４４】
　上記一般式（７）で表されるシアナト置換芳香族化合物の具体例としては、シアナトベ
ンゼン、１－シアナト－２－，１－シアナト－３－，又は１－シアナト－４－メチルベン
ゼン、１－シアナト－２－，１－シアナト－３－，又は１－シアナト－４－メトキシベン
ゼン、１－シアナト－２，３－，１－シアナト－２，４－，１－シアナト－２，５－，１
－シアナト－２，６－，１－シアナト－３，４－又は１－シアナト－３，５－ジメチルベ
ンゼン、シアナトエチルベンゼン、シアナトブチルベンゼン、シアナトオクチルベンゼン
、シアナトノニルベンゼン、２－（４－シアナフェニル）－２－フェニルプロパン（４－
α－クミルフェノールのシアネート）、１－シアナト－４－シクロヘキシルベンゼン、１
－シアナト－４－ビニルベンゼン、１－シアナト－２－又は１－シアナト－３－クロロベ
ンゼン、１－シアナト－２，６－ジクロロベンゼン、１－シアナト－２－メチル－３－ク
ロロベンゼン、シアナトニトロベンゼン、１－シアナト－４－ニトロ－２－エチルベンゼ
ン、１－シアナト－２－メトキシ－４－アリルベンゼン（オイゲノールのシアネート）、
メチル（４－シアナトフェニル）スルフィド、１－シアナト－３－トリフルオロメチルベ
ンゼン、４－シアナトビフェニル、１－シアナト－２－又は１－シアナト－４－アセチル
ベンゼン、４－シアナトベンズアルデヒド、４－シアナト安息香酸メチルエステル、４－
シアナト安息香酸フェニルエステル、１－シアナト－４－アセトアミノベンゼン、４－シ
アナトベンゾフェノン、１－シアナト－２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルベンゼン、１，２
－ジシアナトベンゼン、１，３－ジシアナトベンゼン、１，４－ジシアナトベンゼン、１
，４－ジシアナト－２－ｔｅｒｔ－ブチルベンゼン、１，４－ジシアナト－２，４－ジメ
チルベンゼン、１，４－ジシアナト－２，３，４－ジメチルベンゼン、１，３－ジシアナ
ト－２，４，６－トリメチルベンゼン、１，３－ジシアナト－５－メチルベンゼン、１－
シアナト又は２－シアナトナフタレン、１－シアナト４－メトキシナフタレン、２－シア
ナト－６－メチルナフタレン、２－シアナト－７－メトキシナフタレン、２，２’－ジシ
アナト－１，１’－ビナフチル、１，３－，１，４－，１，５－，１，６－，１，７－，
２，３－，２，６－又は２，７－ジシアナトシナフタレン、２，２’－又は４，４’－ジ
シアナトビフェニル、４，４’－ジシアナトオクタフルオロビフェニル、２，４’－又は
４，４’－ジシアナトジフェニルメタン、ビス（４－シアナト－３，５－ジメチルフェニ
ル）メタン、１，１－ビス（４－シアナトフェニル）エタン、１，１－ビス（４－シアナ
トフェニル）プロパン、２，２－ビス（４－シアナトフェニル）プロパン、２，２－ビス
（４－シアナト－３－メチルフェニル）プロパン、２，２－ビス（２－シアナト－５－ビ
フェニルイル）プロパン、２，２－ビス（４－シアナトフェニル）ヘキサフルオロプロパ
ン、２，２－ビス（４－シアナト－３，５－ジメチルフェニル）プロパン、１，１－ビス
（４－シアナトフェニル）ブタン、１，１－ビス（４－シアナトフェニル）イソブタン、
１，１－ビス（４－シアナトフェニル）ペンタン、１，１－ビス（４－シアナトフェニル
）－３－メチルブタン、１，１－ビス（４－シアナトフェニル）－２－メチルブタン、１
，１－ビス（４－シアナトフェニル）－２，２－ジメチルプロパン、２，２－ビス（４－
シアナトフェニル）ブタン、２，２－ビス（４－シアナトフェニル）ペンタン、２，２－
ビス（４－シアナトフェニル）ヘキサン、２，２－ビス（４－シアナトフェニル）－３－
メチルブタン、２，２－ビス（４－シアナトフェニル）－４－メチルペンタン、２，２－
ビス（４－シアナトフェニル）－３，３－ジメチルブタン、３，３－ビス（４－シアナト
フェニル）ヘキサン、３，３－ビス（４－シアナトフェニル）ヘプタン、３，３－ビス（
４－シアナトフェニル）オクタン、３，３－ビス（４－シアナトフェニル）－２－メチル
ペンタン、３，３－ビス（４－シアナトフェニル）－２－メチルヘキサン、３，３－ビス
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（４－シアナトフェニル）－２，２－ジメチルペンタン、４，４－ビス（４－シアナトフ
ェニル）－３－メチルヘプタン、３，３－ビス（４－シアナトフェニル）－２－メチルヘ
プタン、３，３－ビス（４－シアナトフェニル）－２，２－ジメチルヘキサン、３，３－
ビス（４－シアナトフェニル）－２，４－ジメチルヘキサン、３，３－ビス（４－シアナ
トフェニル）－２，２，４－トリメチルペンタン、２，２－ビス（４－シアナトフェニル
）－１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロプロパン、ビス（４－シアナトフェニル）
フェニルメタン、１，１－ビス（４－シアナトフェニル）－１－フェニルエタン、ビス（
４－シアナトフェニル）ビフェニルメタン、１，１－ビス（４－シアナトフェニル）シク
ロペンタン、１，１－ビス（４－シアナトフェニル）シクロヘキサン、２，２－ビス（４
－シアナト－３－イソプロピルフェニル）プロパン、１，１－ビス（３－シクロヘキシル
－４－シアナトフェニル）シクロヘキサン、ビス（４－シアナトフェニル）ジフェニルメ
タン、ビス（４－シアナトフェニル）－２，２－ジクロロエチレン、１，３－ビス［２－
（４－シアナトフェニル）－２－プロピル］ベンゼン、１，４－ビス［２－（４－シアナ
トフェニル）－２－プロピル］ベンゼン、１，１－ビス（４－シアナトフェニル）－３，
３，５－トリメチルシクロヘキサン、４－［ビス（４－シアナトフェニル）メチル］ビフ
ェニル、４，４－ジシアナトベンゾフェノン、１，３－ビス（４－シアナトフェニル）－
２－プロペン－１－オン、ビス（４－シアナトフェニル）エーテル、ビス（４－シアナト
フェニル）スルフィド、ビス（４－シアナトフェニル）スルホン、４－シアナト安息香酸
－４－シアナトフェニルエステル（４－シアナトフェニル－４－シアナトベンゾエート）
、ビス－（４－シアナトフェニル）カーボネート、１，３－ビス（４－シアナトフェニル
）アダマンタン、１，３－ビス（４－シアナトフェニル）－５，７－ジメチルアダマンタ
ン、３，３－ビス（４－シアナトフェニル）イソベンゾフラン－１（３Ｈ）－オン（フェ
ノールフタレインのシアネート）、３，３－ビス（４－シアナト－３－メチルフェニル）
イソベンゾフラン－１（３Ｈ）－オン（ｏ－クレゾールフタレインのシアネート）、９，
９’－ビス（４－シアナトフェニル）フルオレン、９，９－ビス（４－シアナト－３－メ
チルフェニル）フルオレン、９，９－ビス（２－シアナト－５－ビフェニルイル）フルオ
レン、トリス（４－シアナトフェニル）メタン、１，１，１－トリス（４－シアナトフェ
ニル）エタン、１，１，３－トリス（４－シアナトフェニル）プロパン、α，α，α’－
トリス（４－シアナトフェニル）－１－エチル－４－イソプロピルベンゼン、１，１，２
，２－テトラキス（４－シアナトフェニル）エタン、テトラキス（４－シアナトフェニル
）メタン、２，４，６－トリス（Ｎ－メチル－４－シアナトアニリノ）－１，３，５－ト
リアジン、２，４－ビス（Ｎ－メチル－４－シアナトアニリノ）－６－（Ｎ－メチルアニ
リノ）－１，３，５－トリアジン、ビス（Ｎ－４－シアナト－２－メチルフェニル）－４
，４’－オキシジフタルイミド、ビス（Ｎ－３－シアナト－４－メチルフェニル）－４，
４’－オキシジフタルイミド、ビス（Ｎ－４－シアナトフェニル）－４，４’－オキシジ
フタルイミド、ビス（Ｎ－４－シアナト－２－メチルフェニル）－４，４’－（ヘキサフ
ルオロイソプロピリデン）ジフタルイミド、トリス（３，５－ジメチル－４－シアナトベ
ンジル）イソシアヌレート、２－フェニル－３，３－ビス（４－シアナトフェニル）フタ
ルイミジン、２－（４－メチルフェニル）－３，３－ビス（４－シアナトフェニル）フタ
ルイミジン、２－フェニル－３，３－ビス（４－シアナト－３－メチルフェニル）フタル
イミジン、１－メチル－３，３－ビス（４－シアナトフェニル）インドリン－２－オン、
及び、２－フェニル－３，３－ビス（４－シアナトフェニル）インドリン－２－オンが挙
げられる。また、上記一般式（１）で表される化合物の別の具体例としては、フェノール
ノボラック樹脂及びクレゾールノボラック樹脂（公知の方法により、フェノール、アルキ
ル置換フェノール又はハロゲン置換フェノールと、ホルマリンやパラホルムアルデヒドな
どのホルムアルデヒド化合物とを、酸性溶液中で反応させたもの）、トリスフェノールノ
ボラック樹脂（ヒドロキシベンズアルデヒドとフェノールとを酸性触媒の存在下に反応さ
せたもの）、フルオレンノボラック樹脂（フルオレノン化合物と９，９－ビス（ヒドロキ
シアリール）フルオレン類とを酸性触媒の存在下に反応させたもの）、フェノールアラル
キル樹脂、クレゾールアラルキル樹脂、ナフトールアラルキル樹脂及びビフェニルアラル
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キル樹脂（公知の方法により、Ａｒ４－（ＣＨ２Ｙ）２（Ａｒ４はフェニル基を示し、Ｙ
はハロゲン原子を示す。以下、この段落において同様。）で表されるようなビスハロゲノ
メチル化合物とフェノール化合物とを酸性触媒若しくは無触媒で反応させたもの、Ａｒ４

－（ＣＨ２ＯＲ）２で表されるようなビス（アルコキシメチル）化合物とフェノール化合
物とを酸性触媒の存在下に反応させたもの、又は、Ａｒ４－（ＣＨ２ＯＨ）２で表される
ようなビス（ヒドロキシメチル）化合物とフェノール化合物を酸性触媒の存在下に反応さ
せたもの、あるいは、芳香族アルデヒド化合物とアラルキル化合物とフェノール化合物と
を重縮合させたもの）、フェノール変性キシレンホルムアルデヒド樹脂（公知の方法によ
り、キシレンホルムアルデヒド樹脂とフェノール化合物とを酸性触媒の存在下に反応させ
たもの）、変性ナフタレンホルムアルデヒド樹脂（公知の方法により、ナフタレンホルム
アルデヒド樹脂とヒドロキシ置換芳香族化合物を酸性触媒の存在下に反応させたもの）、
フェノール変性ジシクロペンタジエン樹脂、ポリナフチレンエーテル構造を有するフェノ
ール樹脂（公知の方法により、フェノール性ヒドロキシ基を１分子中に２つ以上有する多
価ヒドロキシナフタレン化合物を、塩基性触媒の存在下に脱水縮合させたもの）等のフェ
ノール樹脂を、上述と同様の方法によりシアネート化したもの等、並びにこれらのプレポ
リマー等が挙げられる。これらは、特に制限されるものではない。これらの他のシアン酸
エステル化合物は、一種又は２種以上混合して用いることができる。
【００４５】
　この中でも、フェノールノボラック型シアン酸エステル化合物、ナフトールアラルキル
型シアン酸エステル化合物、ビフェニルアラルキル型シアン酸エステル化合物、ナフチレ
ンエーテル型シアン酸エステル化合物、キシレン樹脂型シアン酸エステル化合物、アダマ
ンタン骨格型シアン酸エステル化合物が好ましく、ナフトールアラルキル型シアン酸エス
テル化合物が特に好ましい。
【００４６】
　これらのシアン酸エステル化合物を用いた樹脂硬化物は、ガラス転移温度、低熱膨張性
、めっき密着性等に優れた特性を有する。
【００４７】
＜その他の成分＞
　本実施形態の樹脂組成物には、所期の特性が損なわれない範囲において、これまでに挙
げられていない熱硬化性樹脂、熱可塑性樹脂及びそのオリゴマー、エラストマー類等の種
々の高分子化合物；これまでに挙げられていない難燃性の化合物；添加材等の併用も可能
である。これらは一般に使用されているものであれば、特に限定されるものではない。例
えば、難燃性の化合物では、メラミンやベンゾグアナミン等の窒素含有化合物、オキサジ
ン環含有化合物、及びリン系化合物のホスフェート化合物、芳香族縮合リン酸エステル、
含ハロゲン縮合リン酸エステル等が挙げられる。添加剤としては、紫外線吸収剤、酸化防
止剤、蛍光増白剤、光増感剤、染料、顔料、増粘剤、滑剤、消泡剤、表面調整剤、光沢剤
、重合禁止剤等が挙げられる。これらは一種又は二種以上を適宜混合して使用することも
可能である。
　また、充填材の分散性、樹脂と充填材の接着強度を向上させるために、シランカップリ
ング剤及び／又は湿潤分散剤を併用することも可能である。これらのシランカップリング
剤としては、一般に無機物の表面処理に使用されているシランカップリング剤であれば、
特に限定されるものではない。具体例としては、例えば、γ－アミノプロピルトリエトキ
シシラン、Ｎ－β－（アミノエチル）－γ－アミノプロピルトリメトキシシラン等のアミ
ノシラン系；γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン等のエポキシシラン系；γ－
アクリロキシプロピルトリメトキシシラン等のアクリルシラン系；Ｎ－β－（Ｎ－ビニル
ベンジルアミノエチル）－γ－アミノプロピルトリメトキシシラン塩酸塩等のカチオニッ
クシラン系；フェニルシラン系のシランカップリング剤が挙げられ、一種又は二種以上を
適宜組み合わせて使用することも可能である。
　湿潤分散剤としては、塗料用に使用されている分散安定剤であれば、特に限定されるも
のではない。具体例としては、例えば、ビッグケミー・ジャパン（株）製のＤＩＳＰＥＲ
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ＢＹＫ－１１０、１１１、１１８、１８０、１６１、ＢＹＫ－Ｗ９９６、Ｗ９０１０、Ｗ
９０３等の湿潤分散剤が挙げられる。これらは一種又は２種以上を適宜混合して使用する
ことも可能である。
　さらに、所期の特性が損なわれない範囲において、熱硬化促進剤を併用することも可能
である。熱硬化促進剤としては、特に限定されないが、例えば、過酸化ベンゾイル、ラウ
ロイルパーオキサイド、アセチルパーオキサイド、パラクロロベンゾイルパーオキサイド
、ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－ジ－パーフタレート等で例示される有機過酸化物；アゾビスニ
トリル等のアゾ化合物；Ｎ，Ｎ－ジメチルベンジルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアニリン、
Ｎ，Ｎ－ジメチルトルイジン、２－Ｎ－エチルアニリノエタノール、トリ－ｎ－ブチルア
ミン、ピリジン、キノリン、Ｎ－メチルモルホリン、トリエタノールアミン、トリエチレ
ンジアミン、テトラメチルブタンジアミン、Ｎ－メチルピペリジンなどの第３級アミン類
；フェノール、キシレノール、クレゾール、レゾルシン、カテコールなどのフェノール類
；ナフテン酸鉛、ステアリン酸鉛、ナフテン酸亜鉛、オクチル酸亜鉛、オレイン酸錫、ジ
ブチル錫マレート、ナフテン酸マンガン、ナフテン酸コバルト、アセチルアセトン鉄など
の有機金属塩；これら有機金属塩をフェノール、ビスフェノールなどの水酸基含有化合物
に溶解してなるもの；塩化錫、塩化亜鉛、塩化アルミニウムなどの無機金属塩；ジオクチ
ル錫オキサイド、その他のアルキル錫、アルキル錫オキサイドなどの有機錫化合物などが
挙げられる。これらは一種又は２種以上を適宜混合して使用することも可能である。
【００４８】
　本実施形態の樹脂組成物には、必要に応じて溶剤を含有していてもよい。例えば、有機
溶剤を用いると、樹脂組成物の調製時における粘度を調整することができる。溶剤の種類
は、樹脂組成物中の樹脂の一部又は全部を溶解可能なものであれば、特に限定されない。
その具体例としては、特に限定されないが、例えば、アセトン、メチルエチルケトン、メ
チルセルソルブ等のケトン類；トルエン、キシレン等の芳香族炭化水素類；ジメチルホル
ムアミド等のアミド類；プロピレングリコールモノメチルエーテル及びそのアセテートが
挙げられる。これらは一種又は二種以上を適宜混合して使用することも可能である。
【００４９】
　本実施形態の樹脂組成物は、例えばエポキシ樹脂（Ａ）、イミダゾール化合物（ｂ１）
とカルボン酸無水物の（ｂ２）の塩（Ｂ）、式（１）で表される化合物（Ｃ）、光開始剤
（Ｄ）、マレイミド化合物（Ｅ）、（Ｃ）以外のエチレン性不飽和基を有する化合物（Ｆ
）、充填材（Ｇ）及びシアン酸エステル化合物（Ｈ）を混合することにより調製される。
本実施形態の樹脂組成物は、後述する本発明の樹脂シートを作成する際のワニスとして、
好適に使用することができる。
【００５０】
　樹脂組成物の製造時には、必要に応じて各成分を均一に溶解又は分散させるための公知
の処理（撹拌、混合、混練処理等）を行うことができる。上記の撹拌、混合、混練処理は
、例えば、超音波ホモジナイザー等の分散を目的とした撹拌装置、三本ロール、ボールミ
ル、ビーズミル、サンドミル等の混合を目的とした装置、又は、公転又は自転型の混合装
置等の公知の装置を用いて適宜行うことができる。
【００５１】
　本実施形態の樹脂組成物は、絶縁性の樹脂組成物が必要とされる用途に使用することが
でき、特に限定されないが、感光性フィルム、支持体付き感光性フィルム、プリプレグ等
の絶縁樹脂シート、回路基板（積層板用途、プリント配線板用途等）、ソルダーレジスト
、アンダーフィル材、ダイボンディング材、半導体封止材、穴埋め樹脂、部品埋め込み樹
脂等の用途に使用することができる。なかでも、プリント配線板の絶縁層用樹脂組成物や
ソルダーレジストとして好適に使用することができる。
【００５２】
＜樹脂シート＞
　本実施形態の樹脂シートは、支持体と、該支持体の表面に形成され、本実施形態の樹脂
組成物を含む樹脂組成物層とを備える、上述の樹脂組成物を支持体の片面又は両面に塗布
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した支持体付き樹脂シートである。樹脂シートは、樹脂組成物を支持体上に塗布、及び乾
燥して製造することができる。
【００５３】
　本実施形態の樹脂シートにおいて使用される支持体は、特に限定されないが、公知のも
のを使用することができ、樹脂フィルムであることが好ましい。樹脂フィルムとしては、
例えば、ポリイミドフィルム、ポリアミドフィルム、ポリエステルフィルム、ポリエチレ
ンテレフタレート（ＰＥＴ）フィルム、ポリブチレンテレフタレート（ＰＢＴ）フィルム
、ポリプロピレン（ＰＰ）フィルム、ポリエチレン（ＰＥ）フィルム、ポリエチレンナフ
タレートフィルム、ポリビニルアルコールフィルム、トリアセチルアセテートフィルム等
の樹脂フィルムが挙げられる。その中でもＰＥＴフィルムが好ましい。
【００５４】
　上記樹脂フィルムは、樹脂組成物層からの剥離を容易にするため、剥離剤を表面に塗布
してあるものが好適に使用できる。樹脂フィルムの厚さは、５μｍ～１００μｍの範囲で
あることが好ましく、１０μｍ～５０μｍの範囲であることがより好ましい。この厚さが
５μｍ未満では、現像前に行う支持体剥離の際に支持体が破れやすくなる傾向があり、厚
さが１００μｍを超えると、支持体上から露光する際の解像度が低下する傾向がある。
【００５５】
　また、紫外線等の活性エネルギー線による露光時の光の散乱を低減するため、樹脂フィ
ルムは透明性に優れるものが好ましい。
【００５６】
　さらに、本実施形態における樹脂シートにおいて、その樹脂組成物層は、保護フィルム
で保護されていてもよい。
　樹脂組成物層側を保護フィルムで保護することにより、樹脂組成物層表面へのゴミ等の
付着やキズを防止することができる。保護フィルムとしては上記の樹脂フィルムと同様の
材料により構成されたフィルムを用いることができる。保護フィルムの厚さは特に限定さ
れないが、１μｍ～５０μｍの範囲であることが好ましく、５μｍ～４０μｍの範囲であ
ることがより好ましい。厚さが１μｍ未満では、保護フィルムの取り扱い性が低下する傾
向があり、５０μｍを超えると廉価性に劣る傾向がある。なお、保護フィルムは、樹脂組
成物層と支持体との接着力に対して、樹脂組成物層と保護フィルムとの接着力の方が小さ
いものが好ましい。
【００５７】
　本実施形態の樹脂シートの製造方法は、特に限定されないが、例えば、本実施形態の樹
脂組成物をＰＥＴフィルムなどの支持体に塗布して有機溶剤を乾燥により除去することに
より、樹脂シートを製造する方法などが挙げられる。
　上記塗布は、例えば、ロールコーター、コンマコーター、グラビアコーター、ダイコー
ター、バーコーター、リップコーター、ナイフコーター、スクイズコーター等を用いた公
知の方法で行うことができる。上記乾燥は、例えば、６０～２００℃の乾燥機中で、１～
６０分加熱させる方法などにより行うことができる。
　樹脂組成物層中の残存有機溶剤量は、後の工程での有機溶剤の拡散を防止する観点から
、樹脂組成物層の総質量に対して５質量％以下とすることが好ましい。支持体に対する樹
脂組成物層の厚みは、取り扱い性を向上させるという観点から、樹脂シートの樹脂組成物
層厚で１．０μｍ以上とすることが好ましい。また、透過率を向上させて現像性を良好に
するという観点から、３００μｍ以下とすることが好ましい。
【００５８】
　本実施形態の樹脂シートは、特に限定されないが、感光性フィルム、支持体付き感光性
フィルム、プリプレグ等の絶縁樹脂シート、回路基板（積層板用途、プリント配線板用途
等）、ソルダーレジスト、アンダーフィル材、ダイボンディング材、半導体封止材、穴埋
め樹脂、部品埋め込み樹脂等の用途に使用することができる。なかでも、プリント配線板
の絶縁層用樹脂組成物やソルダーレジストとして好適に使用することができる。
【００５９】
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＜プリント配線板＞
　本実施形態のプリント配線板は、本実施形態の樹脂組成物を含む層間絶縁層を備え、例
えば、上述の樹脂シートを１枚以上重ねて硬化して得ることもできる。具体的には以下の
方法により製造することができる。
【００６０】
（ラミネート工程）
　本実施形態の樹脂シートの樹脂組成物層側を、真空ラミネーターを用いて回路基板の片
面又は両面にラミネートする。回路基板としては、例えば、ガラスエポキシ基板、金属基
板、セラミック基板、シリコン基板、半導体封止樹脂基板、ポリエステル基板、ポリイミ
ド基板、ＢＴレジン基板、熱硬化型ポリフェニレンエーテル基板等が挙げられる。なお、
ここで回路基板とは、上記のような基板の片面又は両面にパターン加工された導体層（回
路）が形成された基板をいう。また、導体層と絶縁層とを交互に積層してなるプリント配
線板において、該プリント配線板の最外層の片面又は両面がパターン加工された導体層（
回路）となっている基板も、ここでいう回路基板に含まれる。なお導体層表面には、黒化
処理、銅エッチング等により予め粗化処理が施されていてもよい。ラミネート工程におい
て、樹脂シートが保護フィルムを有している場合には該保護フィルムを剥離除去した後、
必要に応じて樹脂シート及び回路基板をプレヒートし、樹脂組成物層を加圧及び加熱しな
がら回路基板に圧着する。本実施形態の樹脂シートにおいては、真空ラミネート法により
減圧下で回路基板にラミネートする方法が好適に用いられる。
【００６１】
　ラミネート工程の条件は、特に限定されるものではないが、例えば、圧着温度（ラミネ
ート温度）を好ましくは５０℃～１４０℃とし、圧着圧力を好ましくは１ｋｇｆ／ｃｍ２
～１５ｋｇｆ／ｃｍ２、圧着時間を好ましくは５秒間～３００秒間とし、空気圧を２０ｍ
ｍＨｇ以下とする減圧下でラミネートするのが好ましい。また、ラミネート工程は、バッ
チ式であってもロールを用いる連続式であってもよい。真空ラミネート法は、市販の真空
ラミネーターを使用して行うことができる。市販の真空ラミネーターとしては、例えば、
ニッコー・マテリアルズ（株）製２ステージビルドアップラミネーター等を挙げることが
できる。
【００６２】
（露光工程）
　ラミネート工程により、回路基板上に樹脂シートが設けられた後、樹脂組成物層の所定
部分に活性エネルギー線を照射し、照射部の樹脂組成物層を硬化させる露光工程を行う。
活性エネルギー線の照射は、マスクパターンを通してもよいし、直接活性エネルギー線を
照射する直接描画法を用いてもよい。
　活性エネルギー線としては、例えば、紫外線、可視光線、電子線、Ｘ線等が挙げられ、
特に紫外線が好ましい。紫外線の照射量はおおむね１０ｍＪ／ｃｍ２～１０００ｍＪ／ｃ
ｍ２である。マスクパターンを通す露光方法にはマスクパターンをプリント配線板に密着
させて行う接触露光法と、密着させずに平行光線を使用して露光する非接触露光法とがあ
るが、どちらを用いてもかまわない。また、樹脂組成物層上に支持体が存在している場合
は、支持体上から露光してもよいし、支持体を剥離後に露光してもよい。
【００６３】
（現像工程）
　露光工程後、樹脂組成物層上に支持体が存在している場合にはその支持体を除去した後
、ウエット現像で、光硬化されていない部分（未露光部）を除去して現像することにより
、絶縁層のパターンを形成することができる。
【００６４】
　上記ウエット現像の場合、現像液としては、未露光部分を選択的に溶出するものであれ
ば、特に限定されるものではないが、アルカリ性水溶液、水系現像液、有機溶剤等の現像
液が用いられる。本実施形態においては、特にアルカリ性水溶液による現像工程が好まし
い。これらの現像液は単独で又は２種類以上を組み合わせて用いることができる。また、
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現像方法としては、例えば、スプレー、揺動浸漬、ブラッシング、スクラッピング等の公
知の方法で行うことができる。
【００６５】
　現像液として使用されるアルカリ水溶液は、特に限定されるものではないが、例えば、
水酸化カリウム、水酸化ナトリウム、炭酸ナトリウム、炭酸カリウム、リン酸ナトリウム
、ケイ酸ナトリウム、４－ホウ酸ナトリウム、アンモニア、アミン類等が挙げられる。
【００６６】
　上記アルカリ水溶液の濃度は、現像液全量に対して０．１質量％～６０質量％であるこ
とが好ましい。また、アルカリ水溶液の温度は、現像性にあわせて調節することができる
。さらに、これらのアルカリ水溶液は単独で又は２種類以上を組み合わせて用いることが
できる。
【００６７】
　本実施形態のパターン形成においては、必要に応じて、上記した２種類以上の現像方法
を併用して用いてもよい。現像の方式には、ディップ方式、パドル方式、スプレー方式、
高圧スプレー方式、ブラッシング、スラッピング等があり、高圧スプレー方式が解像度向
上のためには好適である。スプレー方式を採用する場合のスプレー圧としては、０．０２
ＭＰａ～０．５ＭＰａが好ましい。
【００６８】
（ポストベーク工程）
　上記現像工程終了後、ポストベーク工程を行い、絶縁層（硬化物）を形成する。ポスト
ベーク工程としては、高圧水銀ランプによる紫外線照射工程やクリーンオーブンを用いた
加熱工程等が挙げられ、これらを併用することも可能である。紫外線を照射させる場合は
必要に応じてその照射量を調整することができ、例えば０．０５Ｊ／ｃｍ２～１０Ｊ／ｃ
ｍ２程度の照射量で照射を行うことができる。また加熱の条件は、樹脂組成物中の樹脂成
分の種類、含有量などに応じて適宜選択すればよいが、好ましくは１５０℃～２２０℃で
２０分間～１８０分間の範囲、より好ましくは１６０℃～２００℃で３０分間～１５０分
間の範囲で選択される。
【００６９】
（めっき工程）
　次に、乾式めっき又は湿式めっきにより絶縁層表面に導体層を形成する。乾式めっきと
しては、蒸着法、スパッタリング法、イオンプレーティング法等の公知の方法を使用する
ことができる。蒸着法（真空蒸着法）は、例えば、支持体を真空容器内に入れ、金属を加
熱蒸発させることにより絶縁層上に金属膜形成を行うことができる。スパッタリング法も
、例えば、支持体を真空容器内に入れ、アルゴン等の不活性ガスを導入し、直流電圧を印
加して、イオン化した不活性ガスをターゲット金属に衝突させ、叩き出された金属により
絶縁層上に金属膜形成を行うことができる。
【００７０】
　湿式めっきの場合は、形成された絶縁層の表面に対して、膨潤液による膨潤処理、酸化
剤による粗化処理及び中和液による中和処理をこの順に行うことによって絶縁層表面を粗
化する。膨潤液による膨潤処理は、絶縁層を５０℃～８０℃で１分間～２０分間膨潤液に
浸漬させることで行われる。膨潤液としてはアルカリ溶液が挙げられ、該アルカリ溶液と
しては、水酸化ナトリウム溶液、水酸化カリウム溶液等が挙げられる。市販されている膨
潤液としては、例えば、上村工業（株）製のアップデスＭＤＳ－３７等を挙げることがで
きる。
　酸化剤による粗化処理は、絶縁層を６０℃～８０℃で５分間～３０分間酸化剤溶液に浸
漬させることで行われる。酸化剤としては、例えば、水酸化ナトリウムの水溶液に過マン
ガン酸カリウムや過マンガン酸ナトリウムを溶解したアルカリ性過マンガン酸溶液、重ク
ロム酸塩、オゾン、過酸化水素／硫酸、硝酸等を挙げることができる。また、アルカリ性
過マンガン酸溶液における過マンガン酸塩の濃度は５質量％～１０質量％とするのが好ま
しい。市販されている酸化剤としては、例えば、上村工業（株）製アップデスＭＤＥ－４
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０、アップデスＥＬＣ－ＳＨ等のアルカリ性過マンガン酸溶液が挙げられる。中和液によ
る中和処理は、３０℃～５０℃で１分間～１０分間中和液に浸漬させることで行われる。
中和液としては、酸性の水溶液が好ましく、市販品としては、上村工業（株）製のアップ
デスＭＤＮ－６２が挙げられる。
【００７１】
　次いで、無電解めっきと電解めっきとを組み合わせて導体層を形成する。また導体層と
は逆パターンのメッキレジストを形成し、無電解めっきのみで導体層を形成することもで
きる。その後のパターン形成の方法として、例えば、サブトラクティブ法、セミアディテ
ィブ法などを用いることができる。
【００７２】
＜半導体装置＞
　本実施形態の半導体装置は、本実施形態の樹脂組成物を含む層間絶縁層を備え、具体的
には以下の方法により製造することができる。本実施形態のプリント配線板の導通箇所に
、半導体チップを実装することにより半導体装置を製造することができる。ここで、導通
箇所とは、プリント配線板における電気信号を伝える箇所のことであって、その場所は表
面であっても、埋め込まれた箇所であってもいずれでも構わない。また、半導体チップは
半導体を材料とする電気回路素子であれば特に限定されない。
【００７３】
　本実施形態の半導体装置を製造する際の半導体チップの実装方法は、半導体チップが有
効に機能しさえずれば、特に限定されないが、具体的には、ワイヤボンディング実装方法
、フリップチップ実装方法、バンプなしビルドアップ層（ＢＢＵＬ）による実装方法、異
方性導電フィルム（ＡＣＦ）による実装方法、非導電性フィルム（ＮＣＦ）による実装方
法、などが挙げられる。
【００７４】
　また、本実施形態の樹脂シートを半導体チップにラミネートすることによっても、半導
体装置を製造することができる。ラミネート後は前述のプリント配線板と同様の方法を用
いて製造することができる。
【実施例】
【００７５】
　以下、実施例により本発明を更に具体的に説明するが、本発明はこれらの実施例になん
ら限定されるものではない。
【００７６】
合成例１
シアン酸エステル化合物の合成
　１－ナフトールアラルキル樹脂（新日鉄住金化学株式会社製）３００ｇ（ＯＨ基換算１
．２８ｍｏｌ）及びトリエチルアミン１９４．６ｇ（１．９２ｍｏｌ）（ヒドロキシ基１
ｍｏｌに対して１．５ｍｏｌ）をジクロロメタン１８００ｇに溶解させ、これを溶液１と
した。
　塩化シアン１２５．９ｇ（２．０５ｍｏｌ）（ヒドロキシ基１ｍｏｌに対して１．６ｍ
ｏｌ）、ジクロロメタン２９３．８ｇ、３６％塩酸１９４．５ｇ（１．９２ｍｏｌ）（ヒ
ドロキシ基１モルに対して１．５モル）、水１２０５．９ｇを、撹拌下、液温－２～－０
．５℃に保ちながら、溶液１を３０分かけて注下した。溶液１注下終了後、同温度にて３
０分撹拌した後、トリエチルアミン６５ｇ（０．６４ｍｏｌ）（ヒドロキシ基１ｍｏｌに
対して０．５ｍｏｌ）をジクロロメタン６５ｇに溶解させた溶液（溶液２）を１０分かけ
て注下した。溶液２注下終了後、同温度にて３０分撹拌して反応を完結させた。
　その後反応液を静置して有機相と水相を分離した。得られた有機相を水１３００ｇで５
回洗浄した。水洗５回目の廃水の電気伝導度は５μＳ／ｃｍであり、水による洗浄により
、除けるイオン性化合物は十分に除けられたことを確認した。
　水洗後の有機相を減圧下で濃縮し、最終的に９０℃で１時間濃縮乾固させて目的とする
ナフトールアラルキル型のシアン酸エステル化合物（ＳＮＣＮ）（橙色粘性物）を３３１
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Ｒスペクトルは２２５０ｃｍ－１（シアン酸エステル基）の吸収を示し、且つ、ヒドロキ
シ基の吸収は示さなかった。
【００７７】
実施例１
樹脂組成物及び樹脂シートの作成
　エポキシ樹脂（Ａ）として、ビフェニルアラルキル型エポキシ（ＮＣ３０００Ｌ、日本
化薬(株)製）２３.２質量部、イミダゾール化合物（ｂ１）として、２－エチル－４メチ
ルイミダゾール（２Ｅ４ＭＺ、四国化成（株）製）０．３２質量部と、カルボン酸無水物
（ｂ２）として、カルボン酸無水物（無水コハク酸、四国化成工業（株）製）０．２９質
量部を予め混合し８０℃で３０分間加熱を行い得た塩（Ｂ）、化合物（Ｃ）として、式（
１）で表されるＴｒｉｓＰ－ＰＡエポキシアクリレート化合物のプロピレングリコールモ
ノメチルエーテルアセテート（以下ＰＭＡと略す場合がある。）溶液（ＺＣＲ－６００１
Ｈ、不揮発分６５質量％、酸価：９７．８ｍｇＫＯＨ／ｇ、日本化薬(株)製）１２．３質
量部（不揮発分換算で８．０質量部）及びＴｒｉｓＰ－ＰＡエポキシアクリレート化合物
のＰＭＡ溶液（ＺＣＲ－６００２Ｈ、不揮発分６５質量％、酸価：６０．３ｍｇＫＯＨ／
ｇ、日本化薬（株）製）３６．８質量部（不揮発性分換算で２３．９質量部）、光硬化開
始剤（Ｄ）として、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モリフォリノフェニ
ル）－ブタノン－１（Ｉｒｇａｃｕｒｅ３６９、ＢＡＳＦジャパン（株）製）２．１質量
部、マレイミド化合物（Ｅ）として、マレイミド化合物（ＢＭＩ－２３００、大和化成工
業（株）製）３．２質量部、（Ｃ）以外のエチレン性不飽和基を有する化合物（Ｆ）とし
て、ジペンタエリストリールヘキサアクリレート（ＤＰＨＡ、日本化薬（株）製）１７．
０質量部、充填材（Ｇ）としてエポキシシラン処理シリカのメチルエチルケトン（以下Ｍ
ＥＫと略す場合がある。）スラリー（ＳＣ１０５０ＭＬＥ、平均粒径０．３μｍ、不揮発
分６０質量％、（株）アドマテックス）製）５０質量部、シアン酸エステル化合物（Ｈ）
として合成例１で得られたＳＮＣＮ０．５質量部を配合し、超音波ホモジナイザーで撹拌
してワニス（樹脂組成物の溶液）を得た。これらのワニスを厚さ３８μｍのＰＥＴフィル
ム（ユニピールＴＲ１－３８、ユニチカ（株）製、商品名）上に塗布し、８０℃で７分間
乾燥して、ＰＥＴフィルムを支持体とし樹脂組成物層の厚さが３０μｍである樹脂シート
を得た。
【化１０】

（式（１）中、複数のＲ１は、各々独立に水素原子又はメチル基を表し、複数のＲ２は、
各々独立に水素原子又はメチル基を表し、複数のＲ３は、各々独立に式（２）で表される
置換基、式（３）で表される置換基又はヒドロキシ基を表す。）
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【化１１】

【化１２】

（式（３）中、Ｒ４は水素原子又はメチル基を表す。）
内層回路基板の作成
　内層回路を形成したガラス布基材ＢＴ樹脂両面銅張積層板（銅箔厚さ１８μｍ、厚み０
．２ｍｍ、三菱ガス化学（株）製ＣＣＬ－ＨＬ８３２ＮＳ）の両面をメック（株）製ＣＺ
８１００にて同表面の粗化処理を行い内層回路基板を得た。
評価用積層体の作製
　前記樹脂シートの樹脂面を内層回路基板上に配置し、真空ラミネーター（ニッコー・マ
テリアルズ（株）製）を用いて、３０秒間真空引き（５．０ＭＰａ以下）を行った後、圧
力１０ｋｇｆ／ｃｍ２、温度７０℃で３０秒間の積層成形を行った。さらに圧力１０ｋｇ
ｆ／ｃｍ２、温度７０℃で６０秒間の積層成形を行うことで内層回路基板と樹脂組成物層
が積層された積層体を得た。得られた積層体に２００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線を照射し、１
ｗｔ％の炭酸ナトリウム水溶液で現像し、評価用積層体とした。
評価用硬化物の作製
　前記樹脂シートに２００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線を照射し、さらに１８０℃、１２０分間
加熱処理して評価用硬化物とした。
【００７８】
比較例１
　化合物（Ｂ）の代わりにイミダゾール化合物（ｂ１）として２－エチル－４メチルイミ
ダゾール（２Ｅ４ＭＺ、四国化成工業（株）製）０．３２質量部を用いた以外は実施例１
と同様にしてワニスを調製し、樹脂シート、評価用積層体、評価用硬化物を得た。
【００７９】
比較例２
　化合物（Ｂ）を用いなかったこと以外は実施例と同様にしてワニスを調製し、樹脂シー
ト、評価用積層体、評価用硬化物を得た。
【００８０】
比較例３
　化合物（Ｂ）の代わりにカルボン酸無水物（ｂ２）としてカルボン酸無水物（無水コハ
ク酸、四国化成工業（株）製）０．２８質量部を用いた以外は実施例１と同様にしてワニ
スを調製し、樹脂シート、評価用積層体、評価用硬化物を得た。
【００８１】
比較例４
　化合物（Ｂ）の代わりにカルボン酸無水物（ｂ２）としてカルボン酸無水物（無水コハ
ク酸、四国化成工業（株）製）１．７８質量部を用いた以外は実施例１と同様にしてワニ
スを調製し、樹脂シート、評価用積層体、評価用硬化物を得た。
【００８２】
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　樹脂シート、評価用積層及び評価用硬化物の特性を以下の方法により測定した。
＜耐熱性（ガラス転移温度）＞
　評価用硬化物をＤＭＡ装置（ＴＡインスツルメント社製動的粘弾性測定装置ＤＭＡＱ８
００）を用いて１０℃／分で昇温し、ＬｏｓｓＭｏｄｕｌｕｓのピーク位置をガラス転移
温度（Ｔｇ）とした。
＜現像性＞
　評価用積層体の現像面を目視で観察した後、ＳＥＭにて観察（倍率１０００倍）し、残
渣の有無を下記基準で評価した。
○：３０ｍｍ角の範囲に現像残渣はなく、現像性が優れている。
×：３０ｍｍ角の範囲に現像残渣があり、現像性が劣っている。
【００８３】
【表１】

【００８４】
　表１から明らかなように、実施例１、比較例１は比較例２～４と比較して耐熱性（Ｔｇ
）が高い。実施例１は８日後まで良好な現像性を示すのに対して、比較例１は８日後現像
性を示さない。したがって、本発明によれば、耐熱性、および数日間の現像性に優れた樹
脂組成物、支持体、プリント配線板および半導体装置が得られる。
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